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【資料（２）】 

 

 

訪問系サービスに係る留意事項等について 
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Ⅱ 訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護） 

 

１ 人員の基準    ※内容は居宅介護を引用しています。（他サービスも概ね同様です。） 

基準省令第５条 指定居宅介護の事業を行う者が、当該事業を行う事業所ごとに置くべき従業

者の員数は、常勤換算方法で２．５以上とする。 

２ 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに、常勤の従業者であって専ら指定居宅

介護の職務に従事するもののうち事業の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者と

しなければならない。この場合において、当該サービス提供責任者の員数については、事業

の規模に応じて常勤換算方法によることができる。 

３ 前項の事業の規模は、前３月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、前項

の事業の規模は推定数とする。 

 

 【指摘事例】 

（１）サービス提供責任者の配置数が不足していた。 

 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、地域生活支援事業の移動支援、介護保険法に

基づく訪問介護事業等を一体的に行っている場合は、それぞれの事業のサービス提供時間及びそ

の員数を合算して算出することになります。 

（２）従業者の員数が不足していた。 

 事業所に置くべき従業者の員数は、利用者の人数及びサービス提供時間数の寡少に関わらず、

常勤換算方法で２．５人以上配置してください。 

（３）同行援護の資格要件を有するサービス提供責任者が、同行援護利用者の居宅介護計画を

作成していなかった。 

複数のサービス提供責任者を配置する事業所で、同行援護の資格要件を有するサービス提供責

任者とその要件を有しないサービス提供責任者が勤務している場合、平成３０年４月以降につい

ては、同行援護の資格要件を有するサービス提供責任者が、同行援護利用者の居宅介護計画を作

成してください。 

また、同行援護の資格要件を有するサービス提供責任者が退職等することで、同行援護の指定

基準を満たさなくなる場合は、居宅介護の指定基準を満たしていても、同行援護サービスは提供

できませんので、同行援護の休止又は廃止届をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎サービス提供責任者の要件（同行援護）  

 

 

 

                     

国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等 

・介護福祉士 

・実務者研修の修了者 

・介護職員基礎研修の修了者 

・居宅介護従業者養成研修 1級課程修了者 

・居宅介護従業者養成研修２級課程修了者 

または居宅介護職員初任者研修修了者で 

３年以上介護等の業務に従事した者 

同行援護従業者養成研修 

（一般課程及び応用課程）修了者 

※上記研修に相当すると知事が認

めた研修を含む 

＋ 

または 
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◎従業者（ヘルパー）の要件（同行援護）      ※実務経験は直接支援業務に限る。 

     

  

      

 

                

国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）行動援護のサービス提供において必要な資格を未だに取得していない。 

  行動援護における資格要件の経過措置は、平成３３（２０２１）年３月３１日まで延長され

ていますので、それまでに、資格要件を満たすようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）行動援護サービスにおいて、「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作

成されていない。 

支援計画シート等が未作成の場合、平成３０年４月以降は、報酬上５％減算の取扱いとなりま

したので、支援計画シート等は適切に作成するようにしてください。なお、支援計画シート等の

様式は「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」（平成 26年 3

月 31 日障障発 0331 第 8 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）を参

考にしてください。 

 

（６）現在、「居宅介護職員初任者研修課程修了者であって実務経験３年以上」のものが、 

サービス提供責任者になっている。 

 平成３０年度報酬改定により、上記の者を配置し、当該者が作成した居宅介護計画に基づいて

居宅介護を行う場合は、報酬上１０％減算の取扱いとなります。 

サービス提供責任者の質の向上を図る観点からも、サービス提供責任者には、実務者研修を受

講または介護福祉士の資格を取得させるよう努めてください。 

  

◎サービス提供責任者の要件（行動援護）     ※実務経験は直接支援業務に限る。 

                 

 

＋ 
知的または精神障害に関する実務経験 

３年以上 

（実際に従事した日数が５４０日以上） 

・行動援護従業者養成研修課程修了者 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎

研修及び実践研修）修了者 

◎従業者（ヘルパー）の要件（行動援護）     ※実務経験は直接支援業務に限る。 

                 

 

 

＋ 
・行動援護従業者養成研修課程修了者 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎

研修及び実践研修）修了者 

知的または精神障害に関する実務経験 

１年以上 

（実際に従事した日数が１８０日以上） 

同行援護従業者養成研修（一般課程）の修了者 

居宅介護従業者の 

要件を満たす者 

視覚障害に関する実務経験 

１年以上 

（実際に従事した日数が１８０日以上） 

または 

または 

＋ 
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２ 居宅介護計画の作成等    ※内容は居宅介護を引用しています。（他サービスも概ね同様です。） 

基準省令第２６条 サービス提供責任者は、利用者又は障害児の保護者の日常生活全般の状況

及び希望等を踏まえて、具体的なサービスの内容等を記載した居宅介護計画を作成しなけ

ればならない。 

２ サービス提供責任者は、前項の居宅介護計画を作成した際は、利用者及びその同居の家族

にその内容を説明するとともに、当該居宅介護計画を交付しなければならない。 

３ サービス提供責任者は、居宅介護計画作成後においても、当該居宅介護計画の実施状況の

把握を行い、必要に応じて当該居宅介護計画の変更を行うものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する居宅介護計画の変更について準用する。 

基準省令第３０条 （第１項及び第２項 省略） 

３ サービス提供責任者は、第２６条に規定する業務のほか、指定居宅介護事業所に対する指

定居宅介護の利用の申込みに係る調整、従業者に対する技術指導等のサービスの内容の管

理等を行うものとする。 

 

 【指摘事例】 

（１）居宅介護計画が作成されていなかった。または、実際提供されているサービスの内容と

異なっていた。アセスメントが行われていなかった。 

 居宅介護計画の作成にあたっては、アセスメントによって利用者の状況を把握・分析し、居宅

介護の提供によって解決すべき課題を明らかにし、これに基づき、援助の方向性や目標を明確に

して、担当する従業者の氏名、従業者が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明

らかにしてください。 

（２）居宅介護計画は作成しているが、利用者又はその家族に対する説明が行われていなかっ

た。居宅介護計画を利用者に交付していなかった。 

基準では利用者又はその家族に対して説明を行うこととなっています。居宅介護計画の写しは、

速やかに利用者に交付してください。居宅介護計画に、利用者が交付を受けた旨が署名等によっ

て確認できるようにしてください。 

（３）定期的な居宅介護計画の実施状況の把握がされておらず、見直しをしていなかった。 

居宅介護事業の報酬上の所要時間は、居宅介護計画に基づく１回のサービス提供に要する標準

的な時間を指します。サービス提供にあたり、利用者の心身の状態等が変化し、サービス提供の

内容及び所要時間の変更が必要な場合は、速やかに計画の変更を行ってください。 

居宅介護計画の変更の必要性を把握するために、サービス提供記録の開始時間や終了時間等は、

実際にサービスを提供した時間で記載してください。 

（４）サービス提供責任者が居宅介護計画を作成していなかった。サービス提供責任者の勤務

時間の大部分が居宅介護等の提供に従事していた。 

 サービス提供責任者は居宅介護計画を作成し、従業者に対し、介護上必要な技術的助言や指導

を行うこととなっています。直接支援によって、サービス提供責任者の本来業務の遂行に支障が

生じないようにしてください。 
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３ 居宅介護等における移送を伴うサービスの実施にあたって   

【留意事項】 

〇 居宅介護における「通院等乗降介助」のサービスを提供するには、道路運送法上の許可を

得た上で、障害者支援課と事前協議を行い、「通院等乗降介助」の指定を受ける必要があり

ます。 

〇 居宅介護における「通院等介助」等のほか、重度訪問介護、同行援護、行動援護、並びに

地域生活支援事業における移動支援のサービスを提供する際、ヘルパー自ら運転する車両

で、利用者に移送を伴うサービスを実施する場合においても、「通院等乗降介助」の指定を

受けた上で実施してください。 

〇 道路運送法上の許可を得た際、届け出た運賃及び料金は、適正に徴収してください。 

〇 １人のヘルパーが運転する車両で上記の移送を伴うサービスを提供した場合、その運転時

間については、サービス提供時間から除外してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路運送法上の許可に関することは、国土交通省 近畿運輸局 和歌山運輸支局 

輸送・監査部門（電話０７３－４２２－２１３８）にお問い合わせください。 

「介護輸送に係る法的取扱いについて」（平成１８年９月国土交通省自動車交通局旅客

課・厚生労働省老健局振興課・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課通知 

抜粋） 

１．訪問介護について 

① 訪問介護事業者等が行う要介護者等の輸送については、道路運送法（昭和２６年法

律第１８３号）第４条又は第４３条の事業許可（一般又は特定）によることを原則と

する。 

② ＮＰＯ法人その他道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第４８条に

定める法人等は、一定の手続き、条件の下で、道路運送法第７９条に基づく登録を受

けることができる。 

③ 訪問介護員等が自己の車両で要介護者等を有償で運送する場合については、一定の

手続き、条件の下で、道路運送法第７８条第３号に基づく許可を受けることができ

る。 

④ 訪問介護サービス等に連続して移送を行う場合は、道路運送法上の許可又は登録を

求めることとし、これらを受けずに運送を行う訪問介護事業所については、介護報酬

の対象としないものとする。 

なお、障害者（児）福祉サービスに係る自家用自動車を使用した有償旅客運送について

も、上記①～④の方針に沿って具体的な取扱いを行うものとする。 



 

         - 6 -（訪問系サービス） 

 

【届出に係る留意事項等について】 

 

（１）従業者の職種、員数及び職務の内容の変更に伴う変更届の提出について 
・毎年６月に提出してください。 

※管理者やサービス提供責任者が変更になった場合は１０日以内に変更届の提出が必要

です。 

・利用者がいないという理由で、変更届を提出していない事業所がありますが「休止届」を

提出していない場合は、利用者の有無に関係なく変更があれば提出が必要です。 

・介護保険法の訪問介護・介護予防訪問介護の指定を受けている事業所で、一体的に障害

の居宅介護等を実施している場合は、勤務形態表は介護保険法の訪問介護・介護予防訪

問介護事業所の勤務形態表と同じものを提出してください。（勤務形態表において、それ

ぞれの勤務時間を按分する必要はありません。） 

 

（２）移動支援の登録等について 

・移動支援事業を実施する際は、事前に登録が必要です（登録には２週間程度要します）。 

・車を使用する際は道路運送法の許可が必要です。 

・居宅介護事業等の年１回の人員の変更届を提出する際、移動支援についても同様に変更届

を提出してください。（休止・廃止届も同様） 

・移動支援の勤務形態表は、居宅介護と同じものを提出してください。 

 

（３）同行援護の 従業者及びサービス提供責任者の資格要件について 

・従業者について、研修を受講していない場合は実務経験が必要です。実務経験に含まれる

のは視覚障害児者に対する直接処遇業務のみです。 

※実務経験証明書の業務内容欄には、視覚障害児者の直接支援業務に携わったことが分

かるような記載をお願いします。 

（「障害児者に対する介護業務」のような記載では実務経験の日数要件を満たしているか

確認できないため不十分です。） 

【記載例】「視覚障害者に対する介護業務」等 

 

・実務経験証明書には、従事日数を必ず記載してください。 

  実務経験は「1年以上」必要（従事期間が 1年以上かつ従事日数が 180日以上） 
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同行援護従事者資格要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※知事が認める研修 

１ 下記研修を修了していれば、同行援護従事者養成研修（一般課程）を修了したものとみなします。 

 ・視覚障害者移動支援従業者養成研修 

 ・視覚障害者移動介護従事者養成研修 

 ・ガイドヘルパー養成研修重度視覚障害者（養成）研修課程 

  ・視覚障害者外出介護従業者養成研修（大阪府知事及び大阪府指定研修事業所が実施したものに限る） 

 

２ 下記研修を修了していれば、同行援護従事者養成研修（一般課程＋応用課程）を修了したものとみなし 

ます。 

  ・視覚障害者移動支援事業従業者資質向上研修 

【サービス提供責任者の要件】 

 同行援護従業者養成研修（一般課程＋応用課程）の修了者 

※以下に記載する「知事が認める研修」でも可 

国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科の教科を履修した者又はこれに準ずる者 

又は 

【 従 業 者 （ヘルパー）の 要 件 】 

 同行援護従業者養成研修 （一般課程）の修了者 

又は 

 居宅介護従業者の要件を満たす者  １年以上の視覚障害（直接処遇）に関する実務経験 
（実際従事した日数が１８０日以上） ＋ 

又は 

国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科の教科を履修した者又はこれに準ずる者 

※以下に記載する「知事が認める研修」でも可 
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（４）行動援護従業者及びサービス提供責任者の資格要件について 

・実務経験が必須です。実務経験に含まれるのは知的障害者児者や精神障害者に対する直

接処遇業務のみです。 

※業務内容欄には、知的障害者・知的障害児または精神障害者の直接支援業務に携わっ

たことが分かるような記載をお願いします。 

（「障害児者に対する介護業務」のような記載では実務経験の日数要件を満たしているか

確認できないため不十分です。） 

【記載例】「知的障害者及び精神障害者に対する介護業務」等 

 

・実務経験証明書には、従事日数を必ず記載してください。 

  実務経験の年数は、次のとおりである必要があります。 

 「1年以上」従事期間が 1年以上かつ従事日数が 180日以上 

 「2年以上」従事期間が 2年以上かつ従事日数が 360日以上 

 「3年以上」従事期間が 3年以上かつ従事日数が 540日以上 

 「5年以上」従事期間が 5年以上かつ従事日数が 900日以上 
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行動援護従事者資格要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サービス提供責任者の要件】 

【 従 業 者 （ヘルパー）の 要 件 】 

・行動援護従業者養成研修課程修了者 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎研

修及び実践研修）修了者 

 ３年以上の知的または精神障害
（直接処遇）に関する実務経験 
（実際従事した日数が５４０日以上） 

＋ 

・介護福祉士 

・実務者研修修了者 

・介護職員基礎研修修了者 

・居宅介護従業者養成研修１級課程修了者 

・居宅介護職員初任者研修課程または居宅

介護従業者養成研修２級課程修了者で、３

年以上介護等の業務に従事した者 

 ５年以上の知的または精神障害
（直接処遇）に関する実務経験 
（実際従事した日数が９００日以上） 

＋ 

経過措置（平成３３年３月３１日までは以下の者でも可） 

・行動援護従業者養成研修課程修了者 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎研

修及び実践研修）修了者 

 １年以上の知的または精神障害
（直接処遇）に関する実務経験 
（実際従事した日数が１８０日以上） 

＋ 

経過措置（平成３３年３月３１日までは以下の者でも可） 

 居宅介護従業者の要件を満たす者 ＋ 

 ２年以上の知的または精神障害
（直接処遇）に関する実務経験 
（実際従事した日数が３６０日以上） 
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（５）通院等乗降介助の実施について 

通院等乗降介助を実施する際は、事前に協議を行い、登録を受ける必要があります。 

 

『通院等のための乗車又は降車の介助』を実施する指定障害福祉サービス事業者の 

指定等に関する取り扱いについて 

 

 「障害者の日常生活及び社会性生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」３-(21)-③に基づく

『通院等のための乗車又は降車の介助』（以下「通院等乗降介助」という。）を行う指定

居宅介護事業者についての指定及び変更（以下「指定等」という。）については、事前協

議を行うこととし、一連の事務は下記により取り扱うこととする。 

 

記 

１．事前協議 

（１）提出書類  「通院等乗降介助」指定等に関する事前協議書（別記１号様式） 

（２）添付書類 

 ①「通院等乗降介助」指定等に関する事前協議事項確認書（別記２号様式） 

  ②道路運送法に基づく旅客自動車運送事業の免許又は許可の写し 

   ③道路運送法に基づく旅客自動車運送事業の運賃及び料金の設定許可の写し 

  ④通院等乗降介助に使用する車両の写真（前後左右及び介助用装備） 

  ⑤通院等乗降介助に使用する車両の車検証写し 

   （法人所有でない場合はリース契約書等の写し必要） 

   ⑥通院等乗降介助に従事する従業者の２種免許証写し 

   ⑦通院等乗降介助に従事する従業者のヘルパー資格写し 

  事業譲渡により事業を承継する場合は以下の書類も添付、提出 

  ⑧事業譲渡契約書写し 

  ⑨自動車運送事業の譲渡及び譲受認可申請書写し 

    ⑩同許可書写し（許可後速やかに提出のこと） 

  ⑪誓約書（申請を要しない事業譲渡の場合）（別記３号様式） 

    ⑫事業譲渡に係る届写し（申請を要しない事業譲渡の場合。届け出後速やかに提出の

こと） 
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※コピーしたものについては全て原本証明をしてください。 

（３）提出部数  １部 

（４）提出期限 事業実施予定月の前月の１５日 

（５）提出先  和歌山市福祉局社会福祉部障害者支援課  

（６）提出方法  郵送又は持参 

 

２．新規指定とあわせて通院等乗降介助の申請を行う場合 

（１）対象事業者 

新たに指定居宅介護事業所の指定をする事業所で、『通院等乗降介助』を実施する

事業者 

（２）提出書類 

    ①指定申請書（付表１及び付表１記載の添付書類含む） 

（３）提出部数  １部 

（４）提出先   和歌山市福祉局社会福祉部障害者支援課  

（５）提出方法  新規申請と同時提出 

（６）標準処理期間（事業開始日） 

  毎月５日までに申請書を受理した場合、翌月１日指定（翌々月以降とすることも可） 

３．既に事業の指定を受けている事業所において通院等乗降介助を実施する場合 

（まずは事前協議を行います。その後、変更届の提出が必要です。） 

（１）対象事業所 

既に指定居宅介護事業所の指定を受けている事業所で、加えて『通院等乗降介助』

を実施する事業所 

（２）提出書類 

  ①変更届出書 

（付表１及び指定居宅介護の内容に『通院等乗降介助』を追加した運営規程並び

にその他変更内容がわかる書類） 

  ②事前協議終了通知書（別記４号様式） 写し（※原本証明要） 

（３）提出部数  １部 

（４）提出先  和歌山市福祉局社会福祉部障害者支援課  

（５）提出方法  持参・郵送 

（６）事業開始日 
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  事前協議を了した日が属する月の翌月１日（翌々月以降とすることも可） 

    ※事業開始日から１０日以内に提出する必要あり 

 

４．指定及び変更に係る標準処理期間（事業開始日）の例 

   10/1  11/1  12/1  

 事前協議 
    ※１５日まで   

 指  定 
   ※５日まで 

  申請 

 指定 

 事業開始 

 

 変  更 
          ※10日以内 

      届出 

 事業開始 

     

様式が必要な場合は、障害者支援課宛てにメールにてご連絡ください。 

(shogaishashien@city.wakayama.lg.jp) 

 

 

※通院等乗降介助の登録を受けている事業所を別紙に掲載していますので確認してくださ

い。 

一覧に事業所名がなく、現在、車を使ってサービスを実施している場合は、早急に事前協議

を行い、登録を受けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:shogaishashien@city.wakayama.lg.jp
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通院等乗降介助の登録を受けている事業所一覧 

（H31.3.1時点） 

 

  事業所名 

1 空いろ介護サービス 

2 訪問介護サービスカインド 

3 ケアランド和歌山 

4 彩園 

5 ハッピーステーション 

6 居宅介護事業所 あんしあなとぅ 

7 紀三井寺苑 

8 特定非営利活動法人自立生活応援センターわかやま 

9 ヘルパーステーションカーム 

10 ヘルパーステーションあんあん 

11 楠見ホームヘルパーステーションすずらん 

12 ヘルパーステーション ハートフル 

13 訪問介護ステーション菜の華 

14 ヘルパーステーションクローバー 

15 ヘルパーステーションたいよう 

16 ヘルパーステーションひまわり 

17 有限会社ほほえみ 

18 介護ステーションアトム 

19 ヘルパーステーション コスモス 

20 和（なごみ）ヘルパーステーション 

21 ヘルパーステーション アローズ 

22 有交れもんケアステーション 
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23 つくし介護センター 

24 ホームヘルパー 雪うさぎ 

25 アプリ株式会社 訪問介護事業部 

26 ヘルパーステーションさくら 

27 訪問介護 愛心 

28 ヘルパーステーションぱせり 

29 有限会社成介 

30 訪問介護センターやわらぎ 

31 ヘルパーステーション エレック 

32 訪問介護リーフ 

33 ヘルパーステーションロング 

34 介護相談センター ピース＆ピース 

35 ヘルパーステーション i.d.o 

36 トータルケア YMA 

37 ヘルパーステーションつるかめ 
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グループ支援型移動支援事業概要 

●目的 

・複数の障害者等への同時支援 

・同一目的地・同一イベント等への複数人同時参加の際の支援 

 

●イメージ 

 

《個別支援型》（現行） 

 

 

Ａヘルパー     Ｃ利用者 ヘルパー１人派遣 

 

 

Ａヘルパー 

          Ｃ利用者 ヘルパー２人派遣 

Ｂヘルパー 

 

 

《グループ支援型》（新設） 

 

 

      Ｃ利用者 

Ａヘルパー 

          Ｄ利用者 

Ｂヘルパー 

      Ｅ利用者 

 

 

 

●実施予定時期 

２０２０年４月１日から実施予定 

●現行の報酬単位数の改正 

障害者総合支援法における居宅介護の通院等介助の報酬単位数を参考に改正予

定 

２０２０年４月１日から実施予定 

サービス提供 

サービス提供 

サービス提供 


